別記様式第１号
	







年度


林業・木材産業循環成長対策事業
（木造公共建築物等の整備）事業計画書

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　








市町村名

年　　月　　日








	





１　事業の概要

	事業実施
主体名
	
	事業実施後
の管理者
	

	事業実施場所
	
	関連する
補助事業名
	

	事業種目
(施設種別)
	
	事業の内容
(新築・改築・増築、内装、外構等)
	

	主な用途
	

	期待できる
事業効果
	

	事業費
	項目
	総事業費
（円）
	事　業　費　負　担　区　分

	
	
	
	県補助金
（円）
	その他補助金
（円）
	事業実施
主体
（円）
	その他
（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	事業着手予定年月日
	

	事業完了予定年月日
	




２　補助金額の算定
「木造公共施設、木製外構施設、附帯施設」と「木質内装」の併用は不可。
　(1) 木造公共施設、木製外構施設、附帯施設
①　特にモデル性が高い等の要件に該当する場合
木造公共施設の場合　　　　　　　　　　　　　
	補助金額（円）
(A)=(B)×1/2
	当該補助に係る建築工事費（円）(B)

	
	


注）補助金額は、千円未満切り捨て。　　　　　　　

②　特にモデル性が高い等の要件に該当しない場合
木造公共施設の場合　　　　　　　　　　　　　
	補助金額（円）
(A)=(B)×0.15
	当該補助に係る建築工事費（円）(B)

	
	


注）補助金額は、千円未満切り捨て。　　　　　

　(2) 木質内装
	補助金額（円）
(A)=(B)×0.0375
	当該補助に係る建築工事費（円）(B)

	
	


注）補助金額は、千円未満切り捨て。　　　　　　

３　使用木材調書
[施設整備に使用する木材の品目・数量] 
	使用木材種別
	主たる樹種
	使用数量(m3)

	木材
	
	

	うち地域材
	
	

	うち合法性確認証明木材等
	
	

	（木造公共施設の場合）
うちＪＡＳ製材品
	
	



４　採択要件の確認
①　施設の規模（延べ床面積300平方メートル以上）
	延床面積(m2）
	


② 地域材利用量
　　○木造公共施設の場合　（床面積1平方メートルあたり地域材利用量0.18立方メートル以上）
	当該補助に係る施設の
地域材使用量（m3）　(A)
	延べ床面積(m2)　(B)
	割合(C)=　(A)/(B)

	
	
	


　
③ 施工面積
○木質内装の場合　（木質内装を行う床及び壁等の合計面積が300平方メートル以上であり、そのうち地域材が50％以上使用されること）
	内装合計面積(m2）
	

	地域材使用率(%)
	


[bookmark: _Hlk160465388]
　④ 利用者　（公共建築物のうち、不特定多数の利用者が年間延べ1000人以上
利用することが見込まれる施設であること）
	不特定多数の利用者数（人/年）
	



⑤ 費用対効果　1.0以上
	費用対効果分析の計算結果
	Ｂ／Ｃ　＝　



⑥ 木質内装の場合　（木質内装の対象施設の耐用年数の残存期間が10 年以上）
	対象施設の耐用年数
	完成年月日
	耐用年数の残存期間
（時点）

	
	
	



⑦ 補助施設の所在市町村における木材利用方針の策定
	「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に基づいた市町村方針を策定しているか。
策定していない場合、いつ頃策定予定か。
（※交付申請時には方針策定されていること。）
	有　・　無
　　　　　　　　年　　月頃



⑧ 公立学校施設の整備の場合
	県又は市町村教育担当部局等との間において、用地使用の承認等の手続きが的確に行われているか
	済　・　未

	余裕教室の木質内装の整備については、用途変更が的確に行われているか
	済  ・  未

	学校施設の木質内装の整備については、文部科学省、農林水産省林野庁、国土交通省及び環境省の４省庁が連携したエコスクール推進施策に係る事業について認定を受けているか
（認定を証する書類の写しを添付すること）
	有　・　無


　
　⑨ 県産材使用量〔事業種目別基準（県）〕
	当該補助に係る施設の
県産材使用量（m3）　(A)
	当該補助に係る施設の
総木材使用量（m3）　(B)
	割合(C)=
　(A)/(B)

	
	
	

	(C)≧０.６　⇒　採　択　　　　　　(C)＜０.６　⇒　非採択




５　採択優先度の判定
	
［木材利用の特徴］
当該補助に係る施設の木造・木質化についての先駆性、地域におけるシンボル性など、モデルとなりうる特徴を具体的に記載すること。



	[事業指標]
①　事業実施５年後の施設利用者計画数(延べ人／年) （根拠も記載すること）
②　単位面積あたりの地域材利用量（m3）
③　単位面積あたりの事業費（千円／m2）
④　ＣＬＴ利用量（m3）
⑤　選定経営体が生産する木材が使われやすくなる仕組みの構築(別記様式第１号の２に記載)


	[建築物木材利用促進協定の締結]
「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に基づいた建築物木材利用促進協定を締結しているか。

	［県産材製品の調達方法］
調達予定製材工場：

	 県産材製品を設計図書(仕様書等)に明記
	有　・　無

	［県産材の良さを県民等に広く普及していくための工夫］

	①県産材使用の標識等の規格
	（サイズ　　　　ｃｍ×　　　ｃｍ、　　　基数　　　　基）

	　②施設の木造・木質化の周知
　※木造公共施設にあっては、施設の整備中及び整備後に、木質内装にあっては、木質内装の整備後に、県等と連携して、地域の住民及び施設の利用者等を対象に、施設の見学会等を行うこととし、その際、建築物への木材利用の意義や、選定経営体の取組等についての普及啓発活動を行うこと。
	●時期　　　月　　　●回数　　回　　　
●周知予定人数　延べ　　　人
●周知方法
（見学会等、新聞、テレビ、ラジオ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、
その他（　　　　））
　　具体例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	　③その他、県産材をPRする工夫

	



添付書類：位置図、平面図、現況写真(カラー)、概略設計図書（補助金額の根拠が分かる図面）、延床面積根拠計算書(内装費の場合は内装に係る延床面積の計算書)、使用木材数量計算書(総木材、国産材、地域材それぞれの計算書)、および申請者の組織概要がわかる資料（登記簿謄本の写し、組織規約、名簿等）、消費税の納税対応状況確認表を添付して下さい。

別記様式第１号の２　　木造公共事業計画添付資料
	都道府県名
	新潟県
	実施箇所
	
	事業実施主体名
	
	施設名
	



・交付率１／２となる施設の概要（交付率が１／２以内となる施設について、その概要を具体的に御記入下さい）
	



・川上との連携の概要
	



・木材利用による社会的課題解決の内容
	




事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表


	事業実施主体
	確　認
該当する
欄に○
	交付金
	消費税報告

	課税業者
	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	
	税抜
	不要

	市町村等
	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	
	税込
	不要

	簡易課税業者
	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者
	
	税込
	※

	免税業者
	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者
	
	税込
	※



※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。


別記様式第２号（木造公共建築物等の整備）



交付決定前着手事業の内容



	事業実施
主体名
	
	事業実施後
の管理者
	

	事業実施場所
	
	関連する
補助事業名
	

	事業種目
(施設種別)
	
	事業の内容
(新築・改築・増築、内装、外構等)
	

	主な用途
	

	期待できる
事業効果
	

	事業費
	項目
	総事業費
（円）
	事　業　費　負　担　区　分

	
	
	
	県補助金
（円）
	その他補助金
（円）
	事業実施主体
（円）
	その他
（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	事業着手予定年月日
	

	事業完了予定年月日
	



 添付書類：実施設計図書


※事前着手の条件
　１　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議がないこと。
　２　当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間においては、事業計画の変更を行わないこと。

 別記様式第３号（木造公共建築物等の整備）
第　　　号
  年  月  日
新潟県知事           様
　　　　　　　　　　　　　　
市町村長                  　　


林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）着手報告書


   年度林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）の下記事業に着手したので、林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）実施要領第５の１の規定に基づき報告します。

記

	事業実施
主体名
	
	事業実施後
の管理者
	

	事業実施場所
	
	関連する
補助事業名
	

	事業種目
(施設種別)
	
	事業の内容
(新築・改築・増築、内装、外構等)
	

	主な用途
	

	期待できる
事業効果
	

	事業費
	項目
	総事業費
（円）
	事　業　費　負　担　区　分

	
	
	
	県補助金
（円）
	その他補助金
（円）
	事業実施主体
（円）
	その他
（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	事業着手年月日
	

	事業完了予定年月日
	




別記様式第４号（木造公共建築物等の整備）
第　　　号
  年  月  日
新潟県知事           様
　　　　　　　　　　　　　　　
市町村長                  　　

林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）工事完了報告書

   年度林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）の下記事業の工事が完了したので、林業・木材産業循環成長対策事業（木造公共建築物等の整備）実施要領第５の２の規定に基づき報告します。

記

	事業実施
主体名
	
	事業実施後
の管理者
	

	事業実施場所
	
	関連する
補助事業名
	

	事業種目
(施設種別)
	
	事業の内容
(新築・改築・増築、内装、外構等)
	

	主な用途
	

	期待できる
事業効果
	

	事業費
	項目
	総事業費
（円）
	事　業　費　負　担　区　分

	
	
	
	県補助金
（円）
	その他補助金
（円）
	事業実施主体
（円）
	その他
（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	事業着手年月日
	

	工事完了年月日
	



　添付書類 ： 精算設計図書、竣工写真、県産材のＰＲ状況を確認できる図書等(標識等
の図面や写真、パンフレットや新聞、ホームページの写し等)、
「みどりチェック」チェックシート（林業事業者等向け）又は「みどりチェ
ック」チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）
